
【一時保育の利用料給付に係る市町村民税所得割額の確認方法の例】 

 

市町村民税所得割合算額の確認にあたっては、次のア又はイの方法により、確認を行うことができま

す。一時保育の利用料給付申請にあたっては申請書を提出する前に給付の対象になるかどうか、確認す

ることをお勧めします。 

※ 市役所では、課税内容に関して電話等での照会には一切応じることができませんので、御了承く

ださい。 

 

ア 給与所得者特別徴収の場合 

  給与所得者の方には、勤務先から次のような通知書が交付されます。 

この通知書の「税額」の項の     で囲んだ「市民税」の「所得割額」⑥の欄を見てください。 

 住宅借入金等特別税額控除等（※）がある方の場合は、住宅借入金等特別税額控除等前の市民税所得割 

 額で判定します。住宅借入金等特別税額控除等の額は通知書又は源泉徴収票の「摘要」欄で確認でき 

 る場合があります。通知書の場合は、     で囲んだ「市民税」の「所得割額」⑥の額と、摘要 

 欄の「住宅借入金等特別税額控除額等」(市町村)の額の合計額が所得階層区分を判定する際に用いる 

 金額となります。 

 ［給与所得等に係る市民税・県民税 特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用）］ 

 

 ◎住宅借入金等特別税額控除等がある場合は、摘要欄に税額控除額が記載されます。 

［拡大図］ 

 

イ 自営業者等（給与所得者以外）の場合 

自営業者等の方については、市役所から令和６年度「市民税・県民税納税通知書」が発行されてい

ます。その納税通知書に次のような明細書があります。 

この「市民税・県民税課税明細書」の      で囲んだ「市民税」の項の「所得割」と、「住宅

借入金等特別税額控除等」の合計額が所得階層区分を判定する際に用いる金額となります。
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ウ 課税所得証明書で確認する場合 

この「課税所得証明書」の      で囲んだ「市民税」の項の「所得割」と、税額控除等の内

訳の「住宅借入金等特別税額控除等」（市）の合計額が所得階層区分を判定する際に用いる金額となり

ます。 

 

≪注意≫ 

これらの判定の基礎となる金額を父母で合算した金額が階層区分を判定する際の基準額となります。ただし、父

母の所得割額の合算額が０円のときで、同居する直系親族（祖父・祖母等）の所得割額が０円でないときは、同居

する直系親族のうちで所得割額が一番高い者（１名）を家計の主宰者とみなし、階層区分を算定します。 

（※）住宅借入金等特別税額控除の他に寄付金税額控除・配当割額控除・株式等譲渡所得割額控除・配当控除・外

国税額控除・特定増改築住宅借入金等特別控除が該当します。 


